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１１１１----１１１１．．．．研究の背景研究の背景研究の背景研究の背景    

近年地方分権の推進に伴い，各地域が主体的に

取り組むことが求められている中，地域を取り巻

く環境は，少子高齢化問題や人口減少など様々な

問題により厳しい状況にある．このような状況に

対応していくためには，観光産業など財やサービ

スの生産，販売によって地域外から所得を獲得し，

その所得を地域内で循環させる必要がある．その

ためには，より効果的な政策の実現が必要である

とともに，地域経済の循環や政策による影響を詳

細に把握・分析できる手段が必要となる． 

地域経済の構造や影響を把握するマクロ経済統

計として，産業連関表が挙げられる．産業連関表

は，一定の期間に行われた財・サービスの産業連

関取引を一つの行列に示した統計表で，地域の産

業規模や構造を明らかにすることができる．また

産業連関表から算出される各種係数を用いて，産

業の機能面の分析や経済波及効果の計測，予測等

を行うこともできる．しかし政令指定都市以外で

はごく一部の市町村でしか，地域産業連関表を作

成されてないため，現状では県単位迄しか経済分

析はできない．県の経済分析は，政策による効果

の全体を把握するためには有効な手段だが，実際

の県の地域構造は多様で，必ずしも一様ではない．

そのため地域によっては実態とかけ離れた場合が

ある．そこで，どの程度対象地域に効果があり，

県内他地域に波及効果があるかを計測することは

極めて重要なこととなり，地域レベルでの詳細な

効果の把握が求められている． 

１１１１----２．２．２．２．目的目的目的目的    

 本研究では， ETC休日特別割引に着目して，割

引による観光者数の増加が地域経済に与える波及

効果を推計，分析し，施策評価を行うことを目的

とする． 

 

２２２２----１．研究の流れ１．研究の流れ１．研究の流れ１．研究の流れ    

①ETC休日特別割引による観光者の増加を推計す

るために誘発需要分析モデルを構築する．モデル

は家計の消費行動を3段階のネスティッド関数と

したもので，効用最大化問題によって各地域への

観光回数を決める．  

②県の産業連関表を基に地域間産業連関表を作成

する．作成方法は，既存の統計資料による按分と

二重制約型重力モデルを用いて作成する． 

③地域間産業連関表を基に，均衡産出高モデルを

用いて経済波及効果を分析する．  

 

２２２２----２２２２．対象地域．対象地域．対象地域．対象地域    

新潟県を6地域に分割 

（下越地域，中越地域，上越地域，村上地域， 

魚沼地域，佐渡地域） 

 

２２２２----３３３３....既存研究の整理と課題既存研究の整理と課題既存研究の整理と課題既存研究の整理と課題    

 地域産業連関表作成に係る先行研究としては,土

居・浅井

（２）

[1997]，本田・中澤

（４）

[2000]が挙げ

られる．また地域産業連関表を作成し、地域経済

分析を行った研究としては，四国経済産業局が，

観光関連施策による

価格の変化

観光来訪者の増加

観光関連産業の需要増加

経済波及効果

１１１１ .ETC.ETC.ETC.ETC休日特別割引休日特別割引休日特別割引休日特別割引

2 .2 .2 .2 .誘発需要分析モデル誘発需要分析モデル誘発需要分析モデル誘発需要分析モデル

3 .3 .3 .3 .地域間産業連関表地域間産業連関表地域間産業連関表地域間産業連関表

4 .4 .4 .4 .地域間産業連関分析地域間産業連関分析地域間産業連関分析地域間産業連関分析

割引後交通費

県内への増加者数

観光消費額

地域間産業連関分析の基

経済波及効果

図.1研究フロー 図.2地域設定 



 

四国に８つの都市圏を設定し，それぞれの都市圏

の地域産業連関表を作成した．新潟県では昭和35

年から5年毎に作成されており，平成16年には，県

内観光地の波及効果として産業連関表を用いた経

済分析が行われている． 

しかし，地域間産業連関表の作成には多くの課

題が残っている．第一に，基礎データの整備・充

実が挙げられる．農林水産業や第二次産業は，統

計資料が比較的整っているが，第三次産業などは，

地域レベルでのデータが非常に少ない．また移輸

出，移輸入に関するデータも得られないことも大

きな課題となっている．これらの課題のため汎用

性の高い地域間産業連関表の作成方法は未だ確立

されていない．そのため既存の統計資料を活かし

た，簡便で汎用的な地域間産業連関表の作成方法

を明らかにし，施策による地域経済への波及効果

まで推定することで地域間産業連関表の活用方法

を示すことが重要である． 

 

３３３３----１誘発需要分析モデルの概要１誘発需要分析モデルの概要１誘発需要分析モデルの概要１誘発需要分析モデルの概要    

図.3 家計の選択モデル 

 

本研究では，ミクロ経済学における家計の消費

理論に変数として観光消費量や消費量，その他合

成財価格などを組み込むことで，家計の観光行動

を効用最大化問題として定式化する．これにより，

施策による価格変化を受けて家計は最適な観光行

動水準を決定するので施策実施による誘発需要を

予測することが可能となる．家計の意思決定メカ

ニズムを図.3に示すような階層構造で仮定する．

家計はまず所与の価格の下で観光（以下，レジャ 

ー財）およびその他合成財の消費量を決定する．

第2段階では，具体的なレジャー消費値，すなわち

各訪問地における消費量を決定する．さらに家計

は，第3段階として訪問地を往復する交通手段を決

定する．このような意思決定メカニズムは，以下

の効用最大化問題（＋機関選択）で記述できる． 

・第１段階：財消費選択 
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・第２段階：目的地選択 
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・第３段階：機関分担モデル 
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Xc
r  
： 地域ｒ居住者の合成財消費量  

XL
r 
： 地域r居住者のレジャー財観光消費 

XL
rs
：  地域r居住者が地域ｓで行うレジャー活動

の財消費量 

Pc
r  
： 地域ｒの合成財価格   

PL
r 
： 地域rのレジャー財価格 

PL
rs  
: 地域ｒ居住者にとっての地域ｓのレジャ

ー財価格 

Y ：  予算（家計の可処分所得）  

ac
r
，aL

r
，brs

：パラメータ 

Pin  ： 個人ｎが選択肢iを選択する確率   

Vi  ： 効用の確定項 

 

３３３３----２２２２誘発需要分析モデルの適用結果誘発需要分析モデルの適用結果誘発需要分析モデルの適用結果誘発需要分析モデルの適用結果    

誘発需要の推計は，休日特別割引が実施された

休日のみ（122 日）の推計を行った．また割引条

件として ETC 装備車限定となっているが，本研究

ではモデル上，全ての車が利用可能としている．

※平成 21 年の ETC 利用率は約 90％となっており

大きな差異はないものとする． 

(出典：NEXCO東日本 ETC利用状況 2011)  

レジャー財 その他合成財

北海道
新潟 宮城・・・

訪問地

鉄道 航空 自動車・・・

交通手段

単位：人/年

下越 中越 上越 村上 魚沼 佐渡 合計

県内 168,245 124,477 83,307 69,955 33,910 10,559 490,454

県外 44,850 22,863 38,989 31,463 55,797 34,890 228,853

213,095 147,340 122,296 101,418 89,708 45,449 719,307

県内 116,683 87,386 57,926 49,532 22,714 6,777 341,019

県外 31,324 13,288 26,168 24,812 40,683 19,822 156,097

148,006 100,674 84,094 74,344 63,397 26,599 497,115

増加数

合計

自動車

合計

表.1休日特別割引適用結果 



 

適用結果は，休日特別割引により新潟県全体で

約72万人観光者が増加する結果となった．内訳は

県内客が約 49 万人/年，県外客は約 23 万人/年と

なった．この値は全国幹線純流動調査（2005 年）

による新潟県への観光者数，1,100万人の約7％に

あたり，日単位で見ると，一日約 5,900 人の観光

者が県内に訪れる計算となる．また自動車による

観光増加者数は全体で約 50 万人/年となり，その

うち県内客が約 34 万人/年，県外客が約 16 万人/

年と推計された． 

 

４４４４----１１１１....地域間産業連関表の作成手順地域間産業連関表の作成手順地域間産業連関表の作成手順地域間産業連関表の作成手順    

①地域分割 

施策による効果を詳細に把握するため，県内を6

地域に分割する． 

②産業部門の設定 

本研究では，観光客の増加によって影響が大き

い産業を既存の統計資料と兼ね合わせながら一部

独立させることで，19部門に産業数を設定した． 

③地域別生産額の推計 

はじめに，設定した産業の生産額を按分するた

め按分指標を選定する．本研究では23の按分資料

を選定し，そこから各地域の割合を求め，県の生

産額に乗ずることで地域別の生産額を推計する．

計算手順は，平成17年度，104分類の新潟県産業連

関表を部門表を基に統合し，19分類の県産業連関

表を作成する．作成した産業連関表の部門別生産

額に，按分資料から求めた地域毎の割合を乗ずる

ことで地域別の生産額とする． 

④中間投入，粗付加価値の推計 

中間投入量，粗付加価値を生産額で除して，投

入係数及び粗付加価値係数を求める．その後，各

地域各産業の生産額を投入係数，粗付加価値係数

に乗ずることで，中間投入と粗付加価値を求める．

 ⑤最終需要の推計（移輸出を除く） 

最終需要部門には家計外消費支出や一般政府消

費支出，対家計民間非営利団体消費支出など幾つ

かの項目があるが，本研究の分析において重要な

項目ではないため，最終部門として地域ごとの人

口で按分し求める． 

⑥移輸出・移輸入及び地域間移出入の推計 

移輸出は，県の産業連関表の県内生産額（行部

門）に占める移輸出比率を算出し，地域別産業生

産額に乗じて算出する．移輸入は，県の産業連関

表の県内需要合計に占める移輸入比率を算出し地

域別需要合計に乗じて算出する． 

県内の地域間移出入に関しては，移出入に関す

るデータがなく，明確な算出方法が確立されてい

ないため，産業連関表のバランス式から求めた値

を用いて二重制約型重力モデルで推計する．考え

方は，生産額から移輸出と移輸入を除いた中間投

入と最終需要（移輸出除く）の合計が自地域を含

めた県内で賄われる量だと考え，中間投入と最終

需要（移輸出除く）の値を合計したものを地域別

生産額と，地域毎の人口で按分し，二重制約型重

力モデルによって地域間の移出入を推計する．パ

ラメータに関しては，国の産業連関表の都道府県

の移出，移入のデータから推計し，二重制約型重

力モデルを解く． 

H17年新潟県産業連関表【中間需要＋最終需要（移

輸出除く）】/地域別産業別生産額 

・移入（集中量） 

H17年新潟県産業連関表【中間需要＋最終需要（移

輸出除く）】/各地域の人口割合 

□二重制約型重力モデル 
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O
i
：移出量 D

i
：移入量 T

iｊ
：地域間距離 

α，β，γ，δ：パラメータ 

中間投入

3兆1883億円

粗付加価値

4兆1967億円

下越地域生産額

7兆3850億円

移輸入 2兆2994億円

総供給 9兆6844億円

総需要 9兆6844億円

最終需要 6兆4961億円

下越地域最終需要 4兆4322億円

輸入

3794億円

移入

1兆9201億円

移輸出 2兆639億円

輸出

2753億円

移出

1兆7887億円

中間需要

32.9％

最終需要 67.1％

下越生産額 76.3％
移輸入 23.7％

中間投入率 43.2％ 粗付加価値 56.8％

下越地域最終需要 68.2％

移輸出 31.8％

中間投入

3401億円

粗付加価値

4543億円

村上地域生産額

7945億円

移輸入 2177億円

総供給 1兆121億円

総需要 1兆121億円

最終需要 6720億円

村上地域最終需要 4441億円

輸入

410億円

移入

1766億円

移輸出 2279億円

輸出

256億円

移出

2023億円

中間需要

33.6％

最終需要66.4％

村上生産額 78.5％
移輸入 21.5％

中間投入率 42.8％ 粗付加価値 57.2％

村上地域最終需要 66.1％

移輸出 33.9％

図.4下越地域財・サービスの流れ 図.5 村上地域の財・サービスの流れ 



 

４４４４----２２２２....新潟県地域間産業連関表新潟県地域間産業連関表新潟県地域間産業連関表新潟県地域間産業連関表    

 作成した新潟県地域間産業連関表について構造

分析を行い各地域の経済規模と循環を概観する． 

 下越地域の財・サービスの流れを見ると，年間

約2300億程度損失を出している．県外・国外から

の輸入に頼った経済だといえる．このような地域

では地域外にお金が流出してしまい，お金の動き

は大きいが利益は低く厳しい経済状況といえる．    

村上地域の財・サービスの流れをみると，移出額が

移入額よりも高い．県外，国外への移輸出入は国外から

は輸入額が高いのに対して，県外へは移出額の方が高い．

空港や大きな港がないため国外ではなく，県外を相手に

貿易を行っていると考えられる． 

 

 

 

５５５５----１１１１    地域間産業連関表による地域経済分析地域間産業連関表による地域経済分析地域間産業連関表による地域経済分析地域間産業連関表による地域経済分析    

観光産業の経済効果の推計は，直接効果（観光

消費額）を推計し，その結果をもとに間接効果を

地域間産業連関表から分析する． 

経済効果算出の流れ 

①観光客増加による需要増加額の推計 

 誘発需要分析モデルから算出した増加分の観光

者数に県の県内観光地の経済波及効果調査の費目

別平均観光消費額を乗じて算出する．日帰り旅行

と宿泊旅行に関しても県内観光地の経済波及効果

調査の割日帰り，宿泊旅行の割合を用いる． 

②地域間産業連関表部門への格付け 

 ①で推計された需要増加額を産業連関表の各部

門へ投入する．  

③生産者価格への転換 

 ②で推計された需要増加額は流通コストである

貨物運賃額と商業マージン率が上乗せさられた購

入者価格になっている．しかし，産業連関表は生

産者価格により作成されている．よって，購入者

価格から貨物運賃額と商業マージン率の相当額を

控除した後，各控除分を運輸と商業部門へ加算す

ることで，生産者価格へ転換する．  

③均衡産出高モデルによる生産波及効果の推計 

均衡産出高モデルは，ある需要が生じた場合に，

その需要によって究極的に必要とされる生産額を

導き出す方法で，産業連関表のヨコ（行）方向の

関係に着目した分析手法である． 

□均衡産出高モデル 
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21 XXX ∆+∆=∆  

ΔX
1
：第1次生産誘発額 

ΔX
2
：第2次生産誘発額

 

ΔX：生産誘発額 ΔF
P
：需要増加額 

ΔA：投入係数行列 I：単位行列 

k：消費者転換係数 c：民間消費支出構成比  

w：雇用者所得率 

ΔX
1
は，観光消費が，旅行業や外食産業にもた

らす直接効果と，これらの産業に原材料を供給す

る産業への第１次間接効果の合計である．ΔX
2
は，

ΔX
1
による生産誘発が雇用者所得を誘発し，この

雇用者所得が家計消費に回ることによる生産誘発

（第2次間接効果）である． 
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図.7 経済波及効果のフローチャート 
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５５５５----２２２２    休日特別割引による経済波及効果休日特別割引による経済波及効果休日特別割引による経済波及効果休日特別割引による経済波及効果    

 観光者数の推定結果から地域間産業連関分析を

行い，経済波及効果を推計した．推計結果は，自

動車利用者増加による直接効果が，113 億 7,800

万円となり，経済波及効果は約 274 億 3,400 万円

と推計した．地域別では下越地域の波及効果が約

68億円となり，県全体の波及額の25％を占める．

下越地域から他地域への経済波及効果は中越地域

への波及効果が一番高く，中越地域からみても下

越地域への波及効果は高いことから，この 2 地域

は経済的に関係性が強い． 

中越地域の経済波及効果は，約39億円となり県

内では 5 番目となっている．これは県外からの観

光客数が県内で一番少ないため，波及効果が小さ

いと考えられる．（観光増加客数に占める県外客

の割合：13％）他地域への経済波及効果は，下越

地域への効果が一番高い． 

上越地域の経済波及効果は46億円となり県内で

3 番目の経済波及効果額となっている．上越地域

は県内客も多いが県外客も多く特に隣県の富山か

らの観光者が多い（富山県：13799 人 県外客の

約 50％）．他地域への波及効果を見ると下越や中

越への割合が高くなっている． 

 村上地域の経済波及効果は，約41億円となって

いる．村上地域は県内有数の温泉地があり，山形

との県境にあるため，山形からの観光者が多いの

が特徴である．（山形県：21,073 人 県外客の

84％）他地域への波及効果は，下越地域に非常に

影響を与えていることから，下越地域からの移出

に依存している．これは地理的にも下越地域が近

く，物流コストを抑えられるため下越地域から多

く移入している． 

魚沼地域の経済波及効果は約53億円となり，下

越地域についで県内第 2 の波及効果額となってい

る．理由としては，県外からの観光客数が県内客

よりも多く，全体の 64％を占めているためこのよ

うな結果となった．他地域経済に与える波及効果

は，中越地域に多く波及効果を与えており，中越

地域と関係が強いことがわかる．これは村上地域

同様，地理的に近く交通面でも高速道路や新幹線

など繋がっているためと考える． 

佐渡地域の経済波及効果は約 26 億円となってい

る．特徴としては県外からの観光増加者数が非常

に多く，全体の 75％を占めている．経済波及効果

は経済基盤が他地域と比較して小さいため下越や，

中越，上越などに依存した経済構造となる． 

 

 

５５５５----３３３３    休日特別割引の評価休日特別割引の評価休日特別割引の評価休日特別割引の評価    

休日特別割引利用による観光者数の変化は

497,115人/年増加した．地域別にみると下越地域

が最も多く増加している．内訳は，県内客88％を

占める．反対に魚沼地域や佐渡地域では県外客の

割合高く，県外客からみた場合，魚沼地域や佐渡

地域は魅力が高い地域と言える．中越地域は，観

光増加者数は多いものの県内客中心で，経済波及

効果は上がらなかった．これは，中越地域が魚沼

や佐渡と比較して有名な観光施設が乏しく，隣県

とも接していない地域のため県外からの旅行者が

少ない． 

図.8 を見ると，県外客数が多い上越や村上，魚

沼地域などが，中越地域よりも経済波及効果が高

いことがわかる．県外客は県内客と比較して地域

に落とす費用が高いため，県外客の少ない中越地

域よりも県外客の増加数が多い上越や村上，魚沼

地域が，波及効果が高い．この点から観光による

地域経済を活性化するためには県外客の取り込み

が重要だと言える． 

図.10 を見ると，経済波及効果が高くても実際

に自地域に落ちる割合はほとんどの地域で 50％以

下ということがわかる．地域経済は県内他地域だ

けではなく，各県や国外にも依存しており，地域

に いくら観光者を呼んでも自地域の生産を高め

なければ観光による経済効果も薄まってしまう．

そのためには地産地消など自地域にお金が落ちる

ように地域で協力していかなければならない． 

休日特別割引により，自動車利用で訪れる観光

者は約 50 万人/年と推計され，経済波及効果は，

県内全体に約 274 億円の経済波及効果を与える．

このように，休日特別割引は観光誘発効果や経済

効果が高く，地域活性化対策になった施策といえ

る．しかし経済波及効果の内訳を見ると，波及効

果額の半分以上が他地域流れており，休日特別割

引による観光者の増加が経済格差を生む可能性が

ある．  

また本研究では確認できなかったが，全国を対

象に料金を均一にすることで，観光地として集客

力の高い地域に観光客が流れてしまう可能性もあ

る．休日特別割引は観光誘発や経済効果による地

域活性化対策としては高く評価できる．しかし，

受け入れる地域経済が観光による費用を自地域に

還元できるシステムを作らないと地域活性化対策

としての効果は得られない． 

 

 

 



 

６６６６....まとめまとめまとめまとめ 

  本研究では，観光関連施策の中の休日特別割引

による，県内各地域への影響を誘発需要分析モデ

ルと地域間産業連関表を基にした地域間産業連関

分析によって明らかにし施策評価を行った．誘発

需要分析モデルは、ミクロ経済学における家計の

消費理論に変数として観光消費量や消費量，その

他合成財価格などを組み込むことで，家計の観光

行動を効用最大化問題として定式化した．地域間

産業連関表は既存の統計データや，人口比率など

を応用して地域毎産業連関表を作成した． 

誘発需要分析モデルから休日特別割引よる県内

各地域への観光増加者数が推計され，観光増加者

数は新潟県全体で，497,115 人/年増加した．また

総観光増加者数は，719,307 人/年となり，全国幹

線純流動調査（2005 年）による新潟県への観光者

数の約 7％にあたる．この結果から休日特別割引

により旅行回数が増加するなど家計の選択行動に

影響を与えた．地域別では，下越地域は娯楽施設

が充実しており県内観光客が多い．反対に魚沼や

佐渡地域では県外観光者数の占める割合が高く，

下越や中越と比較すると経済基盤や交通サービス

が劣りながらも，県外から多くの観光者が訪れる

のは観光地としての魅力が高い地域といえる．中

越地域では，県外客が少なく改善が必要であると

いえる．中越地域は魚沼や上越などのスキー場や

佐渡の金山などといった，全国的に有名な観光施

設が少なく，観光地して魅力が弱いことが今回の

研究で如実に現れた．経済波及効果は，県全体で

約 274 億円と推計され，地域経済へ高い経済効果

があったといえる．しかし経済波及効果の内訳を

見ると，波及効果額の半分以上が他地域流れてお

り，休日特別割引による観光者の増加が経済格差

を生む可能性もあり，地域経済が観光による費用

を自地域に還元できるシステムを作らないと地域

活性化対策としての効果は得られない． 

休日特別割引は観光回数を誘発し地域経済活性

化に大きな効果があるといえる．しかし単に休日

特別割引を実施するのでなく，地域経済と連携し

て行うことで効果はより一層高まる．本研究で経

済分析行ったことで，交通面以外の課題を確認で

き地域経済が抱える問題の一抹を理解することが

できとても意義があった．現在は東北地域の高速

道路料金が無料もしくは割引となり，新潟県内で

は日本海自動車道が無料となっているので，この

機会を活かして観光者増加のため取り組み地域経

済の活性化を期待する． 
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